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 地域医療介護総合確保基金(医療分) 関係

平成28年度の国配分方針について

＜配分方針＞
①　H27年度に引き続き、事業区分Ⅰへ重点的に配分を行うこと
②　①に伴い、事業区分Ⅱ・Ⅲについては、旧国庫補助事業(H27実施分)相当額を基本として配分を行うこと
　　　（全国知事会要望を踏まえ、旧国庫補助相当分を先行して配分予定額を提示）

＜本県の状況＞ （単位：千円）

高知県

事業区分Ⅱ 118,145 65,244
事業区分Ⅲ 759,883 552,370

　※基金の対象となる事業区分
Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業（病床の機能分化・連携）
Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業（在宅医療の推進）
Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業（医療従事者等の確保・養成）

　　※①について（国事務連絡より）

　　※②について（国事務連絡より）

　　※都道府県との意見交換（1/29）における国からの説明
最終的には都道府県と十分な意見交換を行ったうえで配分額を決定

○事業区分Ⅰについては、ハード事業に限らず次の関連ソフト事業も計上して差し支えない。

・地域医療構想に基づく病床機能の転換を行うために必要となる人材の確保

・医療介護連携を進める上で必要となる多職種連携のための研修の実施

◆上記２．を踏まえ、可能な限り事業区分Ⅱ・Ⅲから事業区分Ⅰへの移管を行う（訪問看護師の育成事業等）

　　・病床の機能分化を進める上で必要となる、医療機関間の連携や医療介護連携を円滑に行うための
　　　コーディネーターの養成・配置

上記②の提示額 県予算額

29年度以降もこうした取組みを更に継続していく予定

全国知事会からの要望を踏まえて、基金創設前まで国庫補助で実施してきた事業相当額を基本とし
て配分額の調整を行う（この額以上の金額での要望は可能）

（H27.7.29全国知事会から国への要望Ⅰ２（２）及び３（１））
■（略）従来の国庫補助事業からの振替事業などについては、継続実施が不可欠と考えられることか
ら、各都道府県が必要とする事業費を確保すること。
■（略）内示を受けるまで基金規模の見通しがまったく立たないことが、円滑な基金事業の実施を図
る上で大きな障害となっているため、あらかじめ事業実施に必要な基礎的な額を定める（略）こと。

617,614 617,614

（参考）H27年度（事業区分Ⅱ・Ⅲ）

▲ 529,028

差引

H28年度(事業区分Ⅱ・Ⅲ）

配分額 要望額

349,000 878,028

１．国からの事務連絡①（H28.1.18） ※各県個別 

３．今後の対応 

２．国からの事務連絡②（H28.1.18） 



（単位：千円）

H27
新規

　回復期リハビリテーション病棟又は地域包括ケア病棟等として必要な病棟の新築、
増改築、改修を行う医療機関の支援を実施し、地域医療構想の推進を図る。

389,799 369,585
継続

（H27～）
新基金

医療政策課
（地域医療担
当）

旧再生
基金
（一部
H28新
規）

　本事業は脳卒中や急性心筋梗塞等の循環器疾患について、高度急性期から急性
期、回復期及び慢性期における各医療機関等の機能分化・連携を推進するため、脳
卒中患者の実態調査を行い各地域における医療需要を把握するための検討材料とす
ることで既存の連携についてさらなる強化を図る。また、急性心筋梗塞等の発症リスク
が高い患者への啓発等を行うことにより、高度急性期機能へのアクセス時間の短縮と
適正化を図り、各医療機関の役割分担をより明確にすることで医療機能区分ごとの機
能についてさらなる強化を図る。

6,182 1,879
継続

（H27～）
＋新規

～H26:再生基金
H27～:新基金

医療政策課
（地域医療担
当）

H28
新規

　本事業は、回復期病院における多職種協働及び地域・病院協働型の退院支援体制
構築のための指針づくりを行い、平成29年度以降、回復期へ病床転換を行う病院等を
対象に、本指針に基づく退院支援システムのノウハウ等を広め、人材育成を行うことに
より、地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化及び連携に資することを目的とし
ている。

0 5,990 新規 －
医療政策課
（地域医療担
当）

H27
新規

　本事業は、本県の課題となっているサービス・人的資源ともに乏しい中山間地域など
の偏在地域への訪問看護サービス等の確保を図るため、新卒看護者や訪問看護未経
験者を対象とした訪問看護師の育成等を実施することで、地域における医療機関間の
連携や医療介護連携を円滑に行うためのコーディネーターの役割を果たし、病床の機
能分化や病床転換に伴う療養者の受け皿となる在宅医療への需要の高まりに対応す
ることで、地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化及び連携に資することを目的
としている。

29,180 53,120
継続

（H27～）
新基金

医療政策課
（看護担当）

425,161 430,574

（参考）H27配分額 H28増減額

979,452 ▲ 548,878

（単位：千円）

旧国庫
補助

　訪問看護推進協議会を設置し、訪問看護に関する課題及び対策の検討、訪問看護
に関する研修等の計画及び実施について検討する。

4,295 280
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（看護担当）

旧再生
基金

　在宅移行を支援する看護師及び訪問看護管理者を対象に研修を行い、訪問看護師
の確保及び質の向上、訪問看護ステーションの機能強化を図る。

1,534 1,536
継続

（H27～）
～H26:再生基金
H27:新基金

医療政策課
（看護担当）

旧再生
基金

　大学病院の専門医療チーム（専門看護師、認定看護師含む）が、地域の医療機関・
訪問看護ステーション等に対しコンサルテーションを行うことにより、在宅医療・看護技
術・介護術、アセスメント能力を高めるための知識・技術の向上を図る。

2,122 2,160
継続

（H27～）
～H26:再生基金
H27:新基金

医療政策課
（看護担当）

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、移動時間等が長く、不採算となってしまう中山間地域等への訪問看護
サービス提供体制の確保を目的として、市街地等に所在する訪問看護ステーションの
訪問看護師等による訪問看護の支援を行うことで今後、病床の機能分化や病床転換
に伴う療養者の受け皿となる在宅医療への需要の高まりに対応し、住み慣れた地域で
在宅療養ができる環境整備を行うことにより、在宅医療の推進に資することを目的とし
ている。

0 26,375 新規 －
医療政策課
（看護担当）

H27
新規

　本事業は、在宅医療に取り組む人材の確保及び育成を推進する観点から、訪問看
護師に対する研修等を実施する事業として、小児の先進的な医療機関や訪問看護ス
テーションへ研修に行くことにより、GCU等を退院する小児の在宅移行や包括支援を
行うことのできる看護師を養成することによって、在宅医療の推進に資することを目的
としている。

6,995 7,200
継続

（H27～）
新基金

医療政策課
（看護担当）

H28
新規

　本事業は、第７期保健医療計画を策定し、それを推進していく上で、必要となる数値
目標等を規定するために、県内の直近の在宅医療提供体制及び提供実態を把握する
ため、医療機関に対して、実態調査を行い、調査データの回収・集計を行うとともに、調
査結果等から在宅医療資源及び在宅医療機能の圏域別分析を行うとともに、圏域の
実情にあった在宅医療提供体制の構築に向けた課題解決方策の提案を行うことによ
り、在宅医療の推進に資することを目的としている。

0 3,514 新規 －
医療政策課
（地域医療担
当）

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、認知症の早期発見・早期対応に医療・介護関係者が連携して取り組む、
初期集中支援連携体制の取組を、県内に拡げ、平成30年度より全ての市町村で実施
することとされている、｢認知症施策推進事業」の取組みに向けた体制整備を支援する
ことにより、在宅医療の推進に資することを目的としている。

0 4,500 新規 －
高齢者福祉課
（地域包括ケア
推進担当）

旧再生
基金

　本事業は、医療従事者団体や病院等が実施する在宅医療に係る研修に対し、専門
知識を持つ講師派遣を実施することにより、多職種の関係者に対して在宅医療への理
解を促進し、よりよい退院支援や急変時の入院受入につなげ、病床の機能分化及び
連携の推進に資することを目的としている。

1,987 1,637
継続

（H27～）
H26:再生基金
H27:新基金

医療政策課
（地域医療担
当）

H27
新規

　本事業は、がん患者の在宅への移行がスムーズに行えるように、医療介護の多職種
連携により安心してサービスを提案・提供できる体制を整備するため、在宅療養支援
診療所、訪問看護ＳＴ、居宅介護支援事業所、訪問介護事業所、訪問調剤薬局等での
実地研修を行い、在宅医療に取り組む人材の確保及び育成を行うことによって、病床
の機能分化及び連携の推進に資することを目的としている。

3,060 2,559
継続

（H27～）
新基金

健康対策課
（がん・企画担
当）

旧国庫
補助

　病気やけがで通院が困難な方が、在宅等で、適切な歯科治療及び歯科保健医療
サービスを受けられるようにするため、「在宅歯科連携室」を相談窓口として、訪問歯
科診療を行う歯科医の紹介や、訪問歯科医療機器の貸し出し管理、多職種連携会議
の開催等を行う。
※再生基金と新基金の折半で事業実施していたが、全額、新基金とし、「在宅歯科医
療従事者研修事業」も統合する。

3,924 9,274
継続

（H26～）

H22～H25：国費+
再生基金
H26～H27：新基
金+再生基金

健康長寿政策
課
（よさこい健康
プラン21）

23,917 59,035

（参考）H27配分額 H28増減額

65,244 ▲ 6,209

中山間地域等訪問看護体制強化・
育成事業（H28）

担当課

小　　計

在宅医療実態調査集計分析事業
（H28）

認知症初期集中支援連携体制整備
事業（H28）

医療従事者レベルアップ事業
【事業区分①⇒②へ】
（H28）

がん患者の療養場所移行調整職種
のための相互研修事業
【事業区分①⇒②へ】（H28）

在宅歯科医療連携室整備事業
（H28）

事業名 事業概要
27年度

基金充当
予算額

28年度
基金充当
予算額

継続
or

新規

継続の場合の
H27年度までの財
源

担当課

小　　計

訪問看護推進事業（H28）

訪問看護師研修事業（H28）

中山間地域等病床機能分化・連携
コーディネーター養成事業
【事業区分②⇒①へ】
（H28）

小児在宅療養支援訪問看護師育成
事業（H28）

病床の機能分化・連携を推進するた
めの基盤整備事業（H28～H30）

急性期機能分化・連携強化
事業
（H28）

病床機能分化・連携推進等人材育
成事業
【事業区分②⇒①へ】
（H28）

訪問看護実践研修事業（H28）

事業名 事業概要
27年度

基金充当
予算額

28年度
基金充当
予算額

継続
or

新規

継続の場合の
H27年度までの財
源

事業区分Ⅰ（地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業） 

事業区分Ⅱ（居宅等における医療の提供に関する事業） 



（単位：千円）

再基 173,283 298,296
継続

（H26～）
再生基金＋新基
金

医師確保・育
成支援課

旧国庫
補助 9,000 8,000

継続
（H26～）

再生基金＋新基
金

医師確保・育
成支援課

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、本県の課題となっている中山間地域など医療サービスが偏在する地域に
おいて、医療提供体制の確保を図るために、偏在地域における中核的な医療機関に、
医師を派遣することで、医師の地域偏在の緩和を行い、医療従事者の確保・養成に資
することを目的としている。

0 50,000 新規 －
医師確保・育
成支援課

旧国庫
補助

　産科・産婦人科医師が減少する現状に鑑み、地域でお産を支える産科医等に対し分
娩手当等を支給することにより、処遇改善を通じて、急激に減少している産科医療機
関及び産科医等の確保を図る。

34,916 34,932
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

健康対策課
（周産期・母子
保健推進室）

旧国庫
補助

　医療機関におけるＮＩＣＵにおいて、新生児医療に従事する医師に対して、新生児担
当手当等を支給することにより、過酷な勤務状況にある新生児医療担当医の処遇改
善を図る。

1,142 1,246
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

健康対策課
（周産期・母子
保健推進室）

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、県内における救急医療に関する教育・研究・診療・県民への普及等の取り
組みの支援を行うことにより、県内の救急医療の質の向上と救急医療をはじめとした
医療人材の確保及び育成に資することを目的としている。

0 20,000 新規 －
医師確保・育
成支援課

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、県内における精神科医療の実情や必要性を反映した教育・研究・診療等
の活動を実施し、高知県の地域精神医療を担う精神科医師の確保及び育成を図るた
めの支援を行うことにより、医療従事者等の確保・育成に資することを目的としている。
【協定はH28～H30の3ヶ年で締結】

0 23,000 新規 －

障害保健福祉
課
（精神保健福
祉担当）

H27
新規

　本事業は、発達障害に関する専門医師・医療従事者等の育成を推進する観点から、
国内外の専門家を招聘しての研修会の実施、及び国内外への研修会への医師・医療
従事者等の派遣などを行うことにより、発達障害に関する専門医師及び医療従事者等
の確保・育成に資することを目的としている。

6,850 6,314
継続

（H27～）

H25:再生基金
H26:一財
H27:新基金

障害保健福祉
課
（事業者担当）

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、救急医療に取組む人材の確保・育成の観点から、医師を対象とした外傷
初期診療に関する研修を実施する事業として、外傷初期診療の技術（JATEC）の習得
及び向上を図り、救急医療体制を維持することによって、医療従事者の確保・養成に
資することを目的としている。

0 1,600 新規 －
医療政策課
（救急・災害医
療担当）

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、小児救急医療体制の維持を図ることを目的に、小児科病院群輪番制病
院が行う救急勤務医医師に対する手当の支給の支援を行うことにより、医療従事者の
確保・養成に資することを目的としている。

0 4,000 新規 －
医療政策課
（救急・災害医
療担当）

H28
新規
（旧再
生基
金）

　本事業は、小児救急医療体制の確保と充実を図ることを目的として、小児救急患者
のトリアージを担当する看護師を設置する医療機関に対し、看護師設置に必要な費用
の支援を行うことにより、医療従事者の確保・養成に資することを目的としている。

0 3,561 新規 －
医療政策課
（救急・災害医
療担当）

旧国庫
補助

　出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師のための相談窓口を設置
し復職を支援するとともに、病後児保育を実施する医療機関の支援を行い、女性医師
の就業環境を整備する。

3,564 3,953
継続

（H26～）
再生基金＋新基
金

医師確保・育
成支援課

旧国庫
補助

　看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人看護職員に
対する臨床研修実施のための経費に対する支援を行う。

20,780 15,752
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（看護担当）

旧国庫
補助

　看護職員を対象とした資質向上を図るための研修等を開催するための経費に対して
支援を行うとともに、院内助産所等開設促進及び助産師外来で勤務する助産師の資
質向上を目的とした研修会を実施する。

8,036 6,188
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（5,920）、
健康対策課
（268）

旧国庫
補助

　地域の実情に応じた看護職員の離職防止対策をはじめとした総合的な看護職員確
保対策の展開を図る。

10,205 9,230
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（看護担当）

旧国庫
補助

　看護学生の学習環境の質を保ち、学校運営を継続していくために、看護師等養成所
の運営に必要な人件費、教材費、実習施設謝金等経費に対し補助を行い、適切な学
校運営の支援を図る。

123,597 124,883
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（看護担当）

旧国庫
補助

　看護業務の効率化や職場風土の改善、勤務環境の改善に向けた取組を促進するた
めにｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰに介入してもらい施設の課題を抽出し看護師確保のための改善に取り
組む。

684 626
医療政策課
（看護担当）

H27
新規

　本事業は、県内の病院や薬局などにおける薬剤師の確保を推進する観点から、県内
の薬剤師求人情報の発信を行う事業として、薬剤師求人情報を一元化したホームペー
ジの充実や周知にかかる経費や、薬学生等を対象とした就職説明会での県内就職を
呼び掛けるための経費等を支援することにより、医療従事者を確保することを目的とし
ている。

1,397 780
継続

（H27～）
新基金

医事薬務課
（薬事指導担
当）

H27
新規

　本事業は、看護師の確保及び育成を推進する観点から、看護師に対する研修等を
実施する事業として、看護学生の実習受入施設の指導者が受けるべき講習会の開催
に係る負担金を講習会開催県に対し支出することにより、実習受入施設の指導者の質
の向上を目指すことによって、医療従事者の確保・養成に資することを目的としてい
る。

300 300
継続

（H27～）
新基金

医療政策課
（看護担当）

旧国庫
補助

　医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、勤務環境
改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専門的な支援を行う。

3,937 4,790
継続

（H27～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医師確保・育
成支援課

旧国庫
補助

　医療従事者の離職防止、再就職の促進及び病児等保育の実施を図るため、医療機
関が実施する院内保育所の運営に対し補助をする。

120,024 121,275
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（看護担当）

旧国庫
補助

　休日夜間における小児救急患者の二次救急医療の確保のため、中央保健医療圏内
の小児科を有する公的５病院が、二次輪番体制で小児の重症救急患者に対応する。

12,197 12,152
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（救急・災害医
療担当）

旧国庫
補助

　夜間に保護者からの小児医療に関する電話相談を看護師が受け、適切な助言や指
導を行うことで、保護者の不安を軽減するとともに、医療機関への適切な受診を推進す
る。

9,009 9,005
継続

（H26～）
～H25:国庫補助
H26～:新基金

医療政策課
（救急・災害医
療担当）

538,921 759,883

（参考）H27配分額 H28増減額

552,370 207,513

987,999 1,249,492

（参考）H27配分額 H28増減額

1,597,066 ▲ 347,574

対象事業区分 H27分 H28分 H29執行予定

Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 425,161 430,574 0

Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業 23,917 59,035 0

Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業 538,921 759,883 0

合計 987,999 1,249,492 0

継続
or

新規

輪番制小児救急勤務医支援事業
（H28）

小児救急トリアージ担当看護師設置
支援事業
（H28）

中山間地域等医療提供体制確保対
策事業
（H28）

精神科医養成事業
（地域精神医療寄付講座）（H28）

発達障害専門医師育成事業
（H28）

JATEC研修事業
（H28）

地域医療支援センター運営事業
　[※上記、再生基金事業と重複]

事業名 事業概要

新人看護職員研修事業
（H28）

28年度
基金充当
予算額

担当課
27年度

基金充当
予算額

継続の場合の
H27年度までの財
源

女性医師等就労環境改善事業
（H28）

　医師不足病院への医師の配置等を行うとともに、若手医師のキャリア形成支援によ
る県内定着の促進や、県外からの医師の招聘により、地域医療の確保を図る。

産科医等確保支援事業（H28）

地域医療支援センター運営事業
[※下記、旧国庫補助金分と重複]

合計

院内保育所運営事業（H28）

小児救急医療体制整備事業（H28）

小児救急電話相談事業（H28）

小計

看護職員の就労環境改善事業
（H28）

薬剤師確保対策事業
（H28）

特別分野実習指導者講習事業
（H28）

看護師等養成所運営等事業（H28）

医療勤務環境改善支援センター設
置事業（H28）

看護職員資質向上推進事業
（H28）

救急医養成事業
（H28）

新生児医療担当医確保支援事業
（H28）

看護職員確保対策特別事業（H28）

事業区分Ⅲ（医療従事者の確保に関する事業） 


